
平成24年度（対23年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 24 6 6

部局名 教育委員会 所属名 学務課 所属長名 小林　伸夫 電 話 481-0302

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 3384 事務事業名称 学校教育総務事業 短縮コード 経常 臨時3384

予算区分 会計 01 一般会計 款 10 教育費 01 教育総務費 目 02 事務局費

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

学校教育法施行令

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

①昭和22年の学校教育法制定による。　②全国的同業種の組織である全連小・全日中組織の系統からなる県校長会や，その下部組織として市校長会がある。市の教育施
策の実施に伴い，管理職である校長・教頭の資質向上を図るため，校長会は昭和４６年度，教頭会は昭和５０年度より実施してきた。　③根拠法規である地方教育行政
の組織及び運営に関する法律第２３条に定められた事項，並びに第４３条の県費負担教職員の服務監督権に基づき実施してきた。人事異動については，八千代市立小・
中学校開校当時より，県の異動方針に従って実施してきた。

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

①より適切な就学事務の実施，八千代市立八千代台東小学校及び八千代台東第二小学校の統合計画の実施。　②県校長会・教頭会を通し，全国校
長・教頭会との連携を図り，教育の向上・進展を図る。　③学校教育法，教育職員免許法及び教育公務員特例法，地方教育行政の組織及び運営に
関する法律等の一部改正の主旨・内容の周知，及び免許状更新講習等の手続に関する指導・助言の実施。県費負担教職員のより適切な配置換えの
実施。

①学齢児童・生徒及びその保護者等，学校　②八千代市校長会・教頭会　③市内公立小・中学校

①就学事務（学齢児童生徒の転入学に関する事務・学齢簿の作成，外国人の就学に関する事務，入学期日等の通知，学校の指定・在籍等の事務，
私学等在籍者の確認事務，指定校変更及び区域外就学に関する事務，通学区域照会事務，八千代市立八千代台東小学校及び八千代台東第二小学校
の統合計画の検討，及び関係保護者・地域関係者への説明会を実施）。　②八千代市校長会・教頭会への負担金の支出。　③市内小・中学校を訪
問し，学校経営についての指導・助言，及び諸表簿の点検等を実施。千葉県教育委員会の人事異動方針にのっとり，平成２２年度市内公立小・中
学校３４校の教職員定数に応じて，県費負担教職員の配置換えを実施。

①学齢児童・生徒が確実に義務教育を受けられるようにする。学校適正配置が適切に行えるようにする。　②県や全国校長会・教頭会と緊密に連
携し，地域に根ざした特色ある教育の推進と充実を図る。　③市内小・中学校の管理運営状況について，学校訪問等により実態を把握し，必要に
応じて指導・助言を行い，市の施策に沿った学校経営が推進できるようにする。市内公立小・中学校に対する県費負担教職員の適正配置を行う。

入力対象外

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

ねらい（上位施策の
意図）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ６本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

　小　項　目

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

八千代市において学齢児童・生徒数が急増している東葉高速鉄道沿線の
地域では，適正な学校規模の維持が難しくなってきている。また，各学
校の学級編制については，３８人学級や少人数教育の推進などの弾力的
な運用を行うようになってきている。国の施策の地方移譲が進む中，学
校規模の適正化や教職員の適正配置等，市教育委員会の果たす役割はこ
れまで以上に大きくなっている。また，免許状更新講習の実施や学校評
価の実施・公表など，学校管理・運営面でもこれまで以上に教育水準の
向上や説明責任が問われてくることが明らかである。

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 ～ 計 画 事 業 費

２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

02

01

02

01

02

01

02

2017

18,651 18,738 18,517 18,710

69 69 69 69

34 34 34 34

18,651 18,738 18,517 18,710

1,473,000 1,473,000 1,472,300 1,473,000

888 895 895 890

100 100 100 100

69 69 69 69

287 268 292 285

人

人

人

校

円

人

％

人

人

第２章教育文化都市をめざして

第１節教育

2．義務教育

 

(1)教育環境の整備

(2)教育内容の充実

①学校規模の適正化

②新しい教育環境への対応

学校適正配置検討事業

学齢児童生徒数

八千代市校長会，教頭会会員数

市内公立小・中学校

就学児童生徒数

負担金の総額

市内公立小・中学校の県費負担教職員

就学率（就学児童生徒数/学齢児童生徒数）

研修に参加した校長・教頭の人数

市内公立小・中学校県費負担教職員人事異動人数

※平成24年度に計画していること:

※平成23年度に実際に行ったこと:

千円



２２年度 ２３年度 ２４年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

パソコン等賃借料・入学通知書
印刷費・事故対策教員費
 
 
 
 

パソコン等賃借料・入学通知
書印刷費・事故対策教員費

パソコン等賃借料・入学通知書
印刷費・事故対策教員費

パソコン等賃借料・入学通知
書印刷費・事故対策教員費

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

再任用職員及び臨時的任用職員等
の活用

ＩＴ化等の業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

0 0

0 0

0 0

4,872 4,623 4,738 5,870

0 0

コード 事務事業名称 学校教育総務事業 所属名 学務課

52,854.1 52,504.5 52,487.7 52,487.7

57,726.1 57,127.5 57,225.7 58,357.7

　就学事務により学齢児童生徒数や通学区域等の管理を行うため，学校の規模が適正であるか
を掌握したり将来的な児童生徒数の変動を予測したりすることで，学校の適正規模を維持する
ための対応を図ることができるため。また，教育改革が進む中，校長・教頭が県内外とこれま
で以上に連携を図っていくことで，新しい教育環境に対する取り組みが迅速かつ適切に行われ
ると考えられるため。

　就学事務や人事異動関係業務の多くは，法定事務の意味合いが強いため，今後もこれまでと
同様の事務内容が続くため。

　教育基本法及び学校教育法に基づく事業であるため民営化の可能性はない。

　就学事務の対象者が，学齢児童・生徒及び保護者を中心とした業務であることは，今後も変
更がないと考えるため。本事務事業の実施によって，八千代市の学齢児童・生徒の就学の機会
が保障されることや，県費負担職員の適正な配置により，市内公立小中学校の教育環境を向上
させることが，児童・生徒の学力向上や市民の信頼獲得につながるため。

　

八千代市立八千代台東小学校及び八千代台東第二小学校を統合することによって学校の適正規
模になり，教職員の配置等がより適切に行われることにより，教育環境のさらなる充実が図れ
る。

統合による様々な問題が考えられる（通学路や児童の心のケア等）

3384



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止・休止

事業完了

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
評
価

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 3384 事務事業名称 学校教育総務事業 所属名 学務課

通学区域や就学事務等についての情報をホームページに載せることにより，業務の効率化と
市民等への利便性が向上している。掲載内容も随時更新してきたため，必要な情報を適切に
情報公開する役目も果たしている。学校適正配置については，現在，八千代市立八千代台東
小学校及び八千代台東第二小学校の平成２５年４月統合に向けて，統合計画を実施し，他の
地域についても順に検討している。就学事務及び公立小中学校の管理については，法律上の
廃止などがない限り，なくなることはない。保護者の学校教育に関する関心が高まる中で，
その期待にこたえるための努力を今後も継続していく必要がある。

八千代市の公立小中学校に就学する児童生徒は，横ばい傾向にある。したが
って，就学事務及び学校の管理にかかる経費についても横ばいが考えられる
。しかしながら，事務の効率化をより一層図ることにより，現状のコストを
維持しつつも住民サービスの質が高められるように進めていく必要がある。

①住民票の異動に伴う転校に際して，就学指定校以外の学校への就学希望について保護者からの問合せがある。近年は，市民から八千代市立八千代台東小学校及び八千代
台東第二小学校の統合に関する質問，要望が寄せられることが多い。　②校長会・教頭会への負担金により，学校運営に関して全国組織の中での研修の充実が図れ，各学
校においても学校経営・学校運営の活性化が推進される。　③教育長学校訪問を継続することにより，市教育委員会の施策に沿った学校経営の更なる充実が図っていく。

八千代市立八千代台東小学校及び八千代台東第二小学校の統合を円滑に進めるために「統合準備委員会」を設置し，統合校の教育に関すること，施設整備，地域との
連携，通学の安全子どもたちの心のケア等を協議しながら，十分な準備を進めていく。

八千代台東小学校と八千代台東第二小学校の統合については，統合準備委員会で十分に協議し，課題解決に努めていくこと。


